
関連する科学技術政策等（抜粋） 
 

 

● 第 3 期科学技術基本計画  (平成 18 年 3 月 28 日 閣議決定) 
 

第 3 章 2. 科学の発展と絶えざるイノベーションの創出 

（3） イノベーションを生み出すシステムの強化 

② 産学官の持続的・発展的な連携システムの構築 

厳しい国際競争の中、独自の研究成果から絶えざるイノベーションを創出していか

ねばならない我が国にとって、産学官連携は、その実現のための重要な手段であり、

持続的・発展的な産学官連携システムを構築する。 

 

（本格的な産学官連携への深化） 

今後、より本格的な産学官連携へ深化を図るべきであるとの観点から、大学等の

優れたシーズを活かした従来型の共同研究や技術移転に加え、産学官が研究課題

の設定段階から対話を行い、長期的な視点に立って基礎から応用までを見通した共

同研究等に取り組むことで連携の効果を高めていくような戦略的・組織的な連携を促

進する。そのような連携の一環として、産学官連携の下で世界的な研究や人材育成

を行う研究教育拠点の形成を目指す。 

また、地域の競争力向上や大学や公的研究機関の地域貢献の促進の観点から、

中小企業を含めた地域産業の技術課題や新技術創出に大学等が取り組む地域貢

献型の共同研究を促進する。 

これらの取組を通じ、大学等における民間企業からの研究費受入額の大幅な増加

を目指す。 

 

（産学官連携の持続的な発展） 

－産学官の信頼関係の醸成－ 

持続的な産学官連携のためには、企業及び大学等の相互理解が不可欠であり、

例えば、共同研究成果の帰属、企業ニーズへの柔軟かつ迅速な対応、守秘義務に

対する認識の徹底、共同発明に係る不実施主体である大学等の特性への配慮など

について、双方が立場の違いを理解した上で十分に話し合い、問題の解決を図り、信

頼関係を醸成していく必要がある。国は、双方が対話する場や成功事例情報等を提

供するとともに、必要に応じてガイドライン等を示し自主的ルール作りを促す。 

なお、大学や公的研究機関において、企業との共同研究や委託研究に関して必

要となる間接経費は、双方の十分な話し合いのもとに、当該研究費の中で確保され

ることが重要であり、国は適切に措置されることを促す。 

 

－大学等の自主的な取組の促進－ 

大学等は、産学官連携を含めた社会貢献を教育や研究とともに重要な使命として

捉え、産学官連携活動をそれぞれの運営方針の中に適切に位置付けるとともに、自

ら主体的に連携活動に取り組むことが望まれる。また、大学等は、産学官連携活動に

参考５ 

1 
 



積極的に取り組む研究者の業績を適切に評価することを期待する。なお、連携活動

の進展に伴い生じる、いわゆる利益相反状態を適切にマネジメントする仕組みの整備

も併せて行うことが必要である。国は、産学官連携活動に積極的に取り組む大学等

へのインセンティブ付与に努める。 

 

－大学知的財産本部や技術移転機関（ＴＬＯ）の活性化と連携強化－ 

産学官連携活動が十分な成果をあげていくためには、大学知的財産本部やＴＬＯ

の活動を一層活性化し、効果的なものとすることが必要である。 

大学における知的財産の戦略的な創出・管理・活用を行う知的財産本部は、研究

成果の社会還元という大学の使命を果たす上で極めて重要な存在であり、国は大学

の主体性及び経営努力を求めつつ、その取組を支援する。また、民間への技術移転

事業を実施するＴＬＯについては、国はその立ち上げ支援を行うとともに、優れた実績

をあげているＴＬＯの成功要因の普及を図ること等によって、他のＴＬＯや大学等の技

術移転体制の強化を図る。 

大学は、自らの知的財産本部とＴＬＯとの関係を明確にし、対外窓口の明確化を進

めるとともに、ＴＬＯに蓄積された技術移転に関する知見・ノウハウを最大限活用する

観点から、知的財産本部とＴＬＯとの連携を一層強化する。 

 

－知的財産活動の円滑な展開－ 

大学等において、特許出願経費などの知的財産活動のための費用が、機関内で

適切に確保されるよう機関の取組を促す。その際、競争的資金における間接経費の

積極的な活用が期待される。また、国は、大学等で生まれる研究成果の社会還元を

促進するための競争的な研究開発支援を充実するとともに、我が国の国際競争力強

化の観点からも海外特許出願経費を適切に支援する。 

 

③ 公的部門における新技術の活用促進 

公的調達を通じた新技術の活用促進は、公的部門の活動の機能の充実や効率

性向上等のみならず、研究成果の社会還元の促進の観点からも重要である。 

このため、安全に資する科学技術分野や先端的機器開発等の研究開発におい

て、公的部門側のニーズと研究開発側のシーズのマッチングや連携を促進する。安

全に資する科学技術については、研究情報等のネットワーク構築に努める。 

また、低公害自動車の導入等に見られるように、技術的要求度の高い新技術や市

場規模が小さい段階にとどまっている新技術について公的部門が先進的な初期需要

を創出することは、各部門の政策目的に資するのみならず、新市場を形成し民間のイ

ノベーションを刺激するなど意義が大きい。公的部門は、透明性及び公正性の確保

を前提に総合評価落札方式等の技術力を重視する入札制度を活用すること等によ

り、新技術の現場への導入を積極的に検討することが期待される。 

なお、研究開発型ベンチャーにとって、製品等が公的部門によって調達されること

は、企業の信用力を高めるとともに創業段階での収入確保のためにも重要であり、公

的部門の新技術導入においては研究開発型ベンチャーからの調達に配慮する。 
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④ 研究開発型ベンチャー等の起業活動の振興 

大学発ベンチャーをはじめとする研究開発型ベンチャーは、イノベーションの原動

力として、新産業の創出や産業構造の変革、大学等の研究成果の社会還元に重要

な役割を担うべき存在である。このため、起業活動に係る環境整備を推進するととも

に、技術面、資金面、人材面、需要創出面など包括的な研究開発型ベンチャー支

援策の強化を図る。特に、大学発ベンチャーについては、その創出支援を引き続き行

うとともに、創出されたベンチャーが成長・発展するよう競争的に支援する。 

また、研究開発型ベンチャーは新事業への挑戦意欲が高く発注側の要求にも機

動的に対応できるため、イノベーション創出を狙う競争的資金により行う研究開発や、

国や公的研究機関が委託等により行う研究開発においては、能力ある研究開発型

ベンチャーの活用を積極的に検討する。 

さらに、ファンド出資を活用した創業支援型ベンチャーキャピタルの育成、エンジェ

ル税制の活用拡大など個人投資家の投資活動の促進、政府系機関の出資制度の

効率化などを通じて、ベンチャーへのリスクマネー供給の円滑化に努めるとともに、ベ

ンチャー支援者間のネットワーク形成を支援する。 

なお、我が国の起業家精神が国際的に見ても弱いとの指摘があるが、本質的な起

業活動の振興には、挑戦する意欲や事業化への道筋を構想しうる人材（いわば潜在

的な起業家）の分厚い層の形成が不可欠である。このため、大学において、学生等の

起業活動の支援、人的交流による起業機会の創出、起業関連科目等の質の向上と

いった起業活動振興の取組を促進する。 

 

⑤ 民間企業による研究開発の促進 

研究開発や産学官連携の成果から新しい製品等の形で市場価値を創造し、最終

的にイノベーションの実現につなげていくのは民間企業であることから、民間の研究開

発を活性化させることが重要である。国としても、民間の自助努力を基本としつつ、そ

の意欲を高めるため、研究開発活動促進に資する税制措置の活用や、事業化に至

るまでの研究開発のリスクを軽減する技術開発制度の充実を図る。なお、我が国の

産業競争力の基盤を支える中小企業については、財政基盤・経営資源の脆弱性も

勘案した上で、ものづくり技術の強化や高度化に向けた取組を支援する。 

また、外部の研究開発能力や成果を活用し自社製品等を作り出す傾向が高まる

中、国全体としてイノベーション創出を加速するため、民間企業には、長期的視点か

ら大学や公的研究機関をイノベーションのパートナーと位置付け、相互に持続的に発

展していく協働関係の構築が求められる。 

 

（４）地域イノベーション・システムの構築と活力ある地域づくり 

地域における科学技術の振興は、地域イノベーション・システムの構築や活力ある

地域づくりに貢献するものであり、ひいては、我が国全体の科学技術の高度化・多様

化やイノベーション・システムの競争力を強化するものであるので、国として積極的に

推進する。また、地域住民の安全・安心で質の高い生活の実現や、創造的で魅力あ

る地域社会と文化形成などにも寄与するものとして、広がりのある活動を振興する。 
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① 地域クラスターの形成 

地域クラスターの形成には、産学官連携による研究開発だけでなく、金融の円滑

化、創業支援、市場環境整備、協調的ネットワーク構築などの様々な活動が必要で

あり、地域の戦略的なイニシアティブや関係機関の連携の下で長期的な取組を進め

る。 

国は、地域のイニシアティブの下で行われているクラスター形成活動への競争的な

支援を引き続き行う。その際、クラスター形成の進捗状況に応じ、各地域の国際優位

性を評価し、世界レベルのクラスターとして発展可能な地域に重点的な支援を行うと

ともに、小規模でも地域の特色を活かした強みを持つクラスターを各地に育成する。 

 

② 地域における科学技術施策の円滑な展開 

地域科学技術施策の推進に当たっては、地方公共団体が積極的役割を果たすこ

とを期待するとともに府省間の縦割りを排し府省連携を強化する。 

地域における産学官連携の推進には、コーディネーター機能の強化が重要であり、

その支援体制の充実やコーディネーター間のネットワーク形成等を支援する。また、イ

ンターンシップなど地域の大学と地域産業との連携による人材育成を促進する。 

また、地域における国の公的研究機関は、自らシーズを創出・発信するとともに、地

域の大学等と連携しつつ、地域産業のニーズにも対応していくことが期待される。地

方公共団体の公設試験研究機関は、地域産業・現場のニーズに即した技術開発・

技術指導等を行っているが、これまでの活動成果の検証等を踏まえて、それぞれの

特色や強みを活かした業務への選択と集中、さらには地域間の広域的な連携等を図

りつつ、地域の産学官連携に効果的な役割を果たすことが期待される。 
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● 第 4 期科学技術基本計画  (平成 23 年 8 月 19 日 閣議決定) 
 

5. 科学技術イノベーションの推進に向けたシステム改革 

（１）科学技術イノベーションの戦略的な推進体制の強化 

② 産学官の「知」のネットワーク強化 

科学技術の複雑化、研究開発活動の大規模化、経済社会のグローバル化の進展

に伴い、これまでの垂直統合型の研究開発モデルの問題が顕在化し、これを反映す

る形でオープンイノベーションの取組が急速に進んでいる。こうした中、大学や公的研

究機関の優れた研究成果を、迅速かつ効果的にイノベーションにつなげる仕組みの

必要性が高まっているが、その一方、国内外の産学連携活動の現状を見ると、大学

の外国企業との共同研究は低い割合にとどまり、技術移転機関（ＴＬＯ）の関与した技

術移転件数も減少傾向にある。このため、科学技術によるイノベーションを促進するた

めの「知」のネットワークの強化に向けて、産学官の連携を一層拡大するための取組を

進める。 

 

＜推進方策＞ 

・ 国は、大学間連携の強化や金融機関をはじめとした関係機関との連携を視野に入

れた産学官のネットワーク構築を推進する。 

・ 国は、大学及び公的研究機関が、優れた研究成果の提供、そのための権利調整

を迅速に行う体制の整備など、産業界との連携を円滑に行うための機能を強化する

ことを求める。また、大学が、広域的な機能を持つＴＬＯの編成、産学官連携本部とＴ

ＬＯの統合、連携強化など、産学官連携機能の最適化を図ることを期待する。 

・ 国は、大学による国内外の特許取得の支援を強化するとともに、特定領域におけ

る重要な技術であって海外で特許侵害されるなど国益を損なうおそれがあるものにつ

いて支援を行う。また、国は、大学及び公的研究機関に対し、海外の大学や企業との

共同研究や受託研究の拡大に向けて、知的財産保護等に関する連携ルールの整

備、専門人材の育成、確保など、研究マネジメント体制の整備を求める。 

・ 国は、大学及び公的研究機関が、取得特許の管理や活用、博士課程学生等が

参画する場合の知的財産の取扱いや秘密保持の原則に関する考え方の明確化を

図るとともに、企業内研究室や企業の大学内研究室の設置など、柔軟な産学官連

携体制を整備することを期待する。 

・ 国は、大学や公的研究機関における有望なシーズの発掘から事業化に至るまで、

切れ目無い支援を強化する。その際、関係投資機関とも連携しつつ、マッチングファ

ンド等により、民間資金の活用も促進する。また、公的研究機関は、大学が持つシー

ズを社会に結びつける役割も期待されるため、産学官連携に係る機能を充実、強化

する。 

・ 国は、産学官連携の成果を総合的に検証するため、特許実施件数や関連収入な

どの量的評価を推進するとともに、市場への貢献、研究成果の普及状況、雇用の確

保など質的評価を充実する。また、これらの評価に必要な体制を整備する。 
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③ 産学官協働のための「場」の構築 

科学技術によるイノベーションを効率的かつ迅速に進めていくためには、産学官の

多な知識や研究開発能力を結集し、組織的、戦略的に研究開発を行う連鎖の「場」

を構築する必要がある。東日本大震災は、特に東北及び関東地方において、研究施

設、設備等に直接的な被害をもたらし、研究開発システムにも深刻な影響を及ぼし

た。我が国として、震災からの復興、再生を早期に実現するためにも、領域横断的な

連携など産学官の多様な研究者の連携を強化し、知を結集するための取組を強化し

ていく必要がある。 

これまで我が国では、筑波研究学園都市や関西文化学術研究都市をはじめ、国

際的な研究開発拠点の整備を進めてきたが、すでに集積の進んだ拠点の一層の発

展に向けて、機能強化を図る必要がある。諸外国では、産学官の総合力を発揮する

体制や機関の役割がますます重視されるようになっており、これも参考に、イノベーシ

ョンの促進に向けて、産学官の多様な研究開発能力を結集した中核的な研究開発

拠点を形成する。また、国の総力を結集して革新的技術の研究開発に関する推進の

仕組みや制度の整備を行う。 

 

＜推進方策＞ 

・ 国は、基礎から応用、開発の段階に至るまで、産学官の多様な研究開発機関が

結集し、非競争領域や前競争領域における共通基盤技術の研究開発を中核として、

「競争」と「協調」によって研究開発を推進するオープンイノベーション拠点を形成す

る。特に、大学や公的研究機関が集積する拠点において、相乗効果を発揮し、イノベ

ーションを促進するため、機関の垣根を越えた施設、設備の利用、研究成果の一体

的な共有や発信を推進する。 

・ 国は、革新的技術の研究開発に関して、産学官の連携を主導し、事業化までを見

据えた研究開発体制を構築するとともに、継続的な支援を行う。また、国は、ここで得

られた成果の活用、普及を促進するため、国際標準化を促進する。 

・ 国は、産学の間で設定された研究領域で緊密な産学対話を行いつつ、従来の組

織の枠を越えて、協働して研究開発と人材育成を行うバーチャル型の中核拠点（「共

創の場」）の形成を推進する。 

・ 国は、産学協働によるイノベーションの場として「先端融合領域イノベーション創 

出拠点」の形成を推進する。 

 

（２）科学技術イノベーションに関する新たなシステムの構築 

① 事業化支援の強化に向けた環境整備 

先端的な科学技術の成果を有効に活用した創業活動の活性化は、産業の創成や

雇用の創出、経済の活性化において極めて重要である。しかし、近年、大学発ベンチ

ャーの設立数が、人材確保や資金確保の問題を一因として急激に減少していること

にもみられるように、創業を取り巻く環境は厳しさを増している。このため、研究開発の

初期段階から事業化まで、切れ目無い支援の充実を図ることにより、先端的な科学

技術を基にしたベンチャー創業等の支援を強化するための環境整備を行う。 
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＜推進方策＞ 

・ 国は、起業家精神の涵養、起業体験教育等の人材養成、専門家による法務、知

的財産、資本戦略に関する支援を行うネットワークの構築など、総合活動の基盤を整

備する。また、大学発ベンチャーに対して、マネジメントチームの組成とこれに携わる

人材の育成、マーケティング、資本戦略、知的財産戦略を含む総合的ビジネス戦略

の構築など、経営戦略面に十分留意した支援を行う。 

・ 国は、先端的な科学技術の成果を事業化につなげるための仕組みとして、「中小

企業技術革新制度」（ＳＢＩＲ（Small Business Innovation Research））における多段 

階選抜方式の導入を推進する。このため、各府省の研究開発予算のうち一定割合

又は一定額について、多段階選抜方式の導入目標を設定することを検討する。 

・ 国は、ベンチャー活動の活性化を図るため、リスクマネーがより効果的に提供され 

る仕組みを強化するとともに、研究成果を創出した者が人的資本や知財等の無形資

産によって出資することを可能とする仕組みを検討する。また、エンジェル投資の充

実も含めて、新たなベンチャー支援策を検討する。 

・ 国は、市場の限られた公共部門でのイノベーションを促進するため、技術を利用す 

る側と、技術を持つ側の研究開発機関の連携システムを構築する。 

 

② イノベーションの促進に向けた規制・制度の活用 

研究開発活動を取り巻く規制や制度は、本来、研究開発活動の円滑な推進や安全

性向上等を目的として設けられているものであるが、過度に厳格なために、イノベーシ

ョンを阻害していることも少なくない。一方、規制・制度を上手く活用することで、イノベ 

ーションを加速する効果が期待されることもある。このため、規制の特例措置及び税 

制・財政・金融上の支援措置等を総合的に実施する総合特区制度等を含め、イノベ

ーションの促進に向けた規制・制度の改善や活用等に関する取組を進める。 

 

＜推進方策＞ 

・ 国は、科学技術によるイノベーションの隘路となる規制や制度を特定するとともに、 

その改善方策について関係府省間で議論し、解決を図る仕組みを整備する。 

・ 国は、企業におけるイノベーションに向けた研究開発等の取組を加速するため、国 

際競争力も勘案しつつ、技術的、経済的合理性に立脚した新たな規制や制度の在り

方について検討する。具体的には、バイオ燃料に関する温室効果ガス排出削減基準

等の持続可能性基準の設定や自動車燃費基準の改定等が検討対象として挙げら

れる。 

・ 国は、先端研究開発を強化するため、研究開発の円滑な推進を妨げるおそれのあ

る規制を、補完的な措置を講じた上で限定的に解除する特区制度等を活用した先

端研究拠点の形成を検討する。具体的には、大学や公的研究機関における既存の

研究組織の中から、厳選してこれを指定し、その制度的な可能性について検証する。 

 

③ 地域イノベーションシステムの構築 

地域レベルでの様々な問題解決に向けた取組を促し、これを国全体、さらにはグロ

ーバルに展開して、我が国の持続的な成長につなげていくためには、それぞれの地域
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が持つ強み、多様性や独自性、独創性を積極的に活用していくことが重要である。今

回の東日本大震災では、東北及び関東地方の沿岸域を中心とした地域が壊滅的な

被害を受けた。 

国としては、これらの地域の特色、地域がこれまで培ってきた伝統等を活かすな

ど、科学技術イノベーションを積極的に活用した新たな取組を優先的に推進し、ベン

チャー起業の活性化等によって、地域の復興、再生を速やかに実現していく必要があ

る。また、地方の財政状況が厳しい中、それぞれの地域で科学技術の振興が必ずし

も定着していない状況にあることから、地域がその強みや特性を活かして、自立的に

科学技術イノベーション活動を展開できる仕組みを構築する。 

 

＜推進方策＞ 

・ 国は、地方公共団体や大学、公的研究機関、産業界が連携、協力して、地域が

主体的に策定する構想のうち優れたものについて、研究段階から事業化に至るまで

連続的な展開ができるよう、関係府省の施策を総動員して支援するシステムを構築

する。 

・ 国は、優れた成果をあげている地域クラスターが、当該地域における自律的な成

長の核として、更に重要な役割を果たすことができるよう、研究開発の推進に加えて、 

研究開発におけるネットワークの形成、人材養成及び確保、知的財産活動等に関す

る重点的な支援を行う。 

・ 国は、被災地域等を中心として、地方公共団体、大学、公的研究機関、産業界等

と連携し、特区制度も活用しつつ、官民の関連研究機関が集積した新たな研究開発

イノベーションの国際的拠点等の形成について検討する。 

・ 国は、被災地域がそれぞれの特色を活かして飛躍的に発展することができるよう、 

これまで実施されている優れた取組に重点的支援を行うとともに、全国の大学等の知 

を結集して研究開発等によって新たな産業の創成を目指す取組を推進する。 

・ 国は、地域における研究開発やマネジメント、産学官連携や知的財産活動の調整

を担う人材の養成及び確保を支援する。また、国は、大学や公的研究機関が、人材

養成や産学官連携、知的財産活動において、地域貢献機能を強化する取組を支援

する。 
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● 科学技術による地域活性化戦略  (平成 20年 5月 19日閣議決定) 
 

 

別紙の資料「参考６」を参照 
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● イノベーション 25  (平成 19 年 6 月 1 日 閣議決定) 
 

第５章 「イノベーション立国」に向けた政策ロードマップ 

１．社会システムの改革戦略  

（１）早急に取り組むべき課題 

 

⑧活力ある地域社会を可能にする取組の推進 

・ 地域産業の活性化 

地域の独自性を活かした生活者の視点からの地域活性化に向けて、消費者に訴

求力のある地域の特性を活かした高付加価値かつユニークな食品等の商品が生産・

販売できるよう、障害となっている法制度の見直しや特区の活用等の具体策を検討

する。 

・ 地域資源を活用した新商品・新サービスの開発・市場化への支援 

地域の強みを活かして、地域経済が自立的・持続的な成長を目指すことができる

環境を整備するため、中小企業による地域資源を活用した新商品・新サービスの開

発・市場化を支援する。 

・ 自治体が主体的に取り組む産業集積・クラスターの形成等への支援 

地域における産業集積の形成等に主体的に取り組む地方自治体への支援を

2007 年度から拡充する。さらに、地域における公的研究機関をはじめ、自治体、大

学、企業等によるクラスター形成の支援、当該地域を越えた広域連携やネットワーク

の強化を推進する。 

・ 集約型都市構造の実現に向けた推進 

都市機能が無秩序に薄く拡散する「拡散型都市構造」の進展に歯止めをかけ、都

市機能の集積を促進する拠点（集約拠点）を形成し、集約拠点と都市圏内のその他

の地域において公共交通を軸としたアクセシビリティが確保された「集約型都市構造」

を実現するために、官民連携による省エネルギー等の環境負荷の削減を図りつつ、

総合交通戦略に基づく都市交通施策と集約拠点における市街地整備を推進する。 
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